
用地調査等業務関係用紙様式集 

様式番号 様式名 

様式第１号 成果物表紙 

様式第２号 検証・照査済一覧表 

様式第３号 地図写 

様式第４号 土地の登記記録一覧表 

様式第５号 土地調査表 

様式第６号 建物の登記記録一覧表 

様式第７号 戸籍簿等調査表 

様式第８号 相続関係説明図 

様式第９号 土壌汚染等に関する土地利用履歴等調査報告書(１) 

様式第 10号 土壌汚染等に関する土地利用履歴等調査報告書(２) 

様式第 11号 法令関係資料調査表 

様式第 12号 現況利用調査表 

様式第 13号 履歴等聞き取り調査表 

様式第 14号 土地境界立会確認書 

様式第 15号 地積測量図 

様式第 16号 土地所在図・地形図 

様式第 17号 標準地評価調書(案) 

様式第 18号 標準地評価格等総括表 

様式第 19号 同一状況地域等区分表及び標準地評価格査定表 

様式第 20号 標準地評価調書(取引事例比較法) 

様式第 21号 個別的要因調査表及び算定表(標準住宅地域、混在住宅地域、農家集落地域) 

様式第 22号 〃 (普通商業地域、近隣商業地域) 

様式第 23号 〃 (郊外路線商業地域) 

様式第 24号 〃 (中小工場地域) 

様式第 25号 〃 (小規模開発地域) 

様式第 26号 〃 (田地地域、畑地地域) 

様式第 27号 
〃 都市近郊林地地域、林業本場林地地域、 

 農村林地地域、山村奥地林地地域 

様式第 28号 地域要因調査表及び算定表(標準住宅地域、混在住宅地域、農家集落地域) 

様式第 29号 〃 (普通商業地域、近隣商業地域) 
  



   

 

様式番号 様式名 
 

様式第 30号 地域要因調査表及び算定表(郊外路線商業地域) 

様式第 31号 〃 (中小工場地域) 

様式第 32号 〃 (宅地見込地地域) 

様式第 33号 〃 (田地地域、畑地地域) 

様式第 34号 
〃 都市近郊林地地域、林業本場林地地域、 
〃 農村林地地域、山村奥地林地地域 

様式第 35号 標準地及び取引事例地等調査表 

様式第 36号 標準地評価調書(収益還元法) 

様式第 37号 〃 (原価法) 宅地地域内の土地 

様式第 38号 〃 〃 最近造成された一団地の宅地 

様式第 39号 〃 〃 宅地見込地地域内の土地 

様式第 40号 〃 (収益還元法) 農地地域内の土地 

様式第 41号 〃 〃 林地地域内の土地 

様式第 42号 〃 (○○積算価格) 

様式第 43号 賃貸事例調査表 

様式第 44号 標準地画地図 

様式第 45号 取引事例地画地図 

様式第 46号 取得地比準調書(案) 

様式第 47号 比準地評価調書 

様式第 48号 残地補償金算定調書(案) 

様式第 49号 残地補償金算定表 

様式第 50号 調整価格調書(案) 

様式第 51号 標準地の評価格から評価した土地の価格の調整表 

様式第 52号 標準地の評価格から評価した土地の価格の調整算定表 

様式第 53号 建物等配置図 

様式第 54号 建物調査図 

様式第 55-1号 木造建物調査表(軸組工法) 

様式第 55-2号 木造建物調査表(ツーバイフォー工法又は木質系プレハブ工法) 

様式第 56号 木造建物補正率関係調査表 

様式第 57-1号 木造建物建築直接工事費計算書(軸組工法) 

様式第 57-2号 木造建物建築直接工事費計算書(ツーバイフォー工法又は木質系プレハブ工法) 

   

  



様式番号 様式名 

様式第 58号 木造建物建築直接工事費計算書〔曳家工法〕 

様式第 59号 木造建物解体直接工事費計算書 

様式第 60号 工事内訳明細書総括表 

様式第 61号 工事工程表 

様式第 62号 種目内訳書・中科目内訳書 

様式第 63-1号 細目内訳書 

様式第 63-2号 数量計算書 

様式第 64号 不可視部分調査表 

様式第 65号 法令適合性調査表 

様式第 66号 発生材価額算出表 

様式第 67号 建物移転料算定表〔再築工法〕 

様式第 68号 建物移転料算定表〔曳家工法〕 

様式第 69号 建物移転料算定表〔改造工法〕 

様式第 70号 建物移転料算定表〔復元工法〕 

様式第 71号 建物移転料算定表〔除却工法〕 

様式第 72号 建物移転料算定表 

様式第 73号 機械設備調査表 

様式第 74号 機械設備算定内訳書(総括表) 

様式第 75号 機械設備算定内訳書(復元工事費又は再築工事費) 

様式第 76号 機械設備算定内訳書(撤去費) 

様式第 77号 機械設備直接工事費明細書 

様式第 78号 機械設備据付工数等計算書 

様式第 79号 機械設備運搬台数計算書 

様式第 80号 機械設備見積比較表 

様式第 81号 工作物調査表 

様式第 82号 工作物移転料算定表 

様式第 83号 附帯工作物調査表 

様式第 84号 附帯工作物補償額算定表 

様式第 85号 附帯工作物補償額比較表 

様式第 86号 石綿調査表 

様式第 87号 調査承諾確認書 
  



様式番号 様式名 

様式第 88-1号 立竹木調査表 

様式第 88-2号 用材林標準地調査表兼集計表 

様式第 89号 収穫樹(園栽培)管理程度補正表 

様式第 90号 管理程度補正判定表 

様式第 91号 立竹木補償額算定表 

様式第 92号 墓地管理者調査表 

様式第 93号 墓地使用(祭し)者調査表 

様式第 94号 墓碑類調査表 

様式第 95-1号 改葬補償金算定書 

様式第 95-2号 改葬料算定表 

様式第 96号 祭し料算定書 

様式第 97号 営業調査総括表 

様式第 98号 損益計算書比較表 

様式第 99号 仕入先調査表 

様式第 100号 従業員調査表 

様式第 101号 営業補償金算定書(営業廃止の補償) 

様式第 102号 営業補償金算定書(営業休止の補償) 

様式第 103号 営業補償金算定書(営業規模縮小の補償) 

様式第 104-1号 固定的経費内訳書 

様式第 104-2号 固定的経費付属明細書 

様式第 105号 従業員に対する休業手当相当額算定書 

様式第 106号 認定収益額算定書 

様式第 107号 得意先喪失補償額算定書(１)製造業 

様式第 108号 得意先喪失補償額算定書(２)建設業 

様式第 109号 得意先喪失補償額算定書(３)卸・小売業 

様式第 110号 得意先喪失補償額算定書(４)飲食・サービス業 

様式第 111号 費用分解一覧表 

様式第 112号 固定資産等の売却損補償額算定書 

様式第 113号 移転広告費等算定書 

様式第 114号 居住者調査表(自家・家主用) 

様式第 115号 居住者調査表(借家人・貸間人用) 

様式第 116号 家賃調査表 
  



   

 

様式番号 様式名 
 

様式第 117-1号 仮住居補償金調査算定書 

様式第 117-2号 仮倉庫補償金調査算定書 

様式第 118号 家賃減収補償金算定書 

様式第 119号 借家人補償金調査算定書 

様式第 120-1号 移転雑費補償金算出書 

様式第 120-2号 建築物確認申請手数料計算表 

様式第 120-3号 設計、工事監理等業務報酬額計算表 

様式第 120-4号 就業不能補償日数内訳表 

様式第 121-1号 動産調査表 

様式第 121-2号 動産台数集計表 

様式第 122号 動産移転料算定書 

様式第 123号 消費税等調査表 

様式第 124号 企業概要書 

様式第 125号 移転工法(計画)案検討概要書 

様式第 126号 移転工法(計画)各案の比較表 

様式第 127号 計画概要表(検討資料) 

様式第 128号 計画概要表 

様式第 129号 面積比較表 

様式第 130号 計画概要比較表 

様式第 131号 補償説明記録簿 

様式第 132号 土地調書 

様式第 133号 物件調書 

様式第 134号 各人別補償金集計表 

   

 



様式第１号

年度

（事 業 名）

所要用地調査等業務

郡 町

県 地内

市 村

所 有 者 ○○ ○○

成果物名 ○○○調査表

○○○調査表

○○○調査表及び○○○算定表

発 注 者 ○○事務所

受 注 者 （名 称）

（備考） １ 表紙は、Ａ－４判ファイルを使用し、Ａ－３判用紙を綴る場合は、折込みとする。

２ 地図写及び連続図については、Ａ－３判ファイルを使用しても差しつかえない。

３ 二種以上の種別について合わせて綴る場合は、成果物名を併記する。
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様式第88-1号

１　立竹木所有者が法人の場合には、下段に「法人を代表する者の氏名および住所」を記載すること。
２　分類欄には、高木、株物、玉物、生垣、特殊樹、利用樹、風致木、地被類、芝類、ツル性類、用材林、果樹、特用樹、竹林と記載すること。
　ただし、風致木については、高木、株物等の種別、収穫樹については、園栽培又は散在樹も併記すること。
３　もうそう竹については、樹種名欄に園栽培、自然林も併記すること。
４　被覆面積の計算根拠を摘要欄に記載すること。
５　運用方針第２９第１項第１号に該当する場合は、移植が困難である理由を摘要に記載すること。
６　立竹木を取得する場合は、他の立竹木と調査表を分けることとし、摘要欄に「取得」と記載すること。
７　用材林の管理状況については、｢適正｣｢未管理｣の別を記載すること｡
８　用材林にあっては、林齢調査の内容等を摘要欄に記載すること。
９　用材林で材積の調査を要するものは、摘要欄に材積計算書又は算出根拠を記載するとともに、葉張欄を訂正して材積を記載すること。
10　用材林で標準地調査による場合は、摘要欄に「標準地調査による」と記載するとともに、「林相番号」を記載すること。
11　起業地、残地の別を摘要欄に記載すること。

全　葉の内

(備考)

cm

摘　　　要地番 番号 分　類 樹　　種　　名

年 ｍ

調査年月日

単位面積当たり
の植林本数又
は栽培の本数

立　竹　木　調　査　表

立竹木所有者の住所又は
主たる事務所の所在地

立竹木所有者
の氏名又は名称

数　量

立竹木の所在地

葉張
被覆
面積 単位

樹齢
又は
林齢

樹高
幹高
等

調査者

ｍ

管理状況
及び

植生状況
㎡

胸高
直径
又は
幹周



様式第88-2号

取得等面積

A
㎡

年 m cm ㎡

胸高直径 材積

標準地１

面積

B
㎡

本数

F

地番 番号 分類 樹種名
林齢 樹高

推定本数

I×E

摘要

標準値合計

面積

B+C+D

a

㎡

本数

F+G+H

I

面積比率

A/a

E

標準地２

面積

C
㎡

本数

G

標準地３

面積

D
㎡

本数

H

用材林標準地調査表兼集計表

（備考）

    １ 立竹木所有者が法人の場合には、下段に「法人を代表する者の氏名」を記載すること。

    ２ 分類欄には、人工林、天然生林と記載すること。

    ３ 林相毎に本表を作成すること。

調査年月日 調査者 全 葉の内

立竹木所有者

の氏名又は名称
林相番号

下刈り枝打ち等の状況 良・否
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